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中期計画予算   
平成 20 年度～平成 24 年度 

（単位：百万円） 

区  別 金  額 

収入 

運営費交付金収入 

受託製表収入 

政府統計共同利用システム利用料収入 

その他の収入 

計 

 

４８，０５８ 

１４ 

３，９８５ 

０ 

５２，０５７ 

支出 

 業務経費 

  経常統計調査等に係る経費 

  周期統計調査に係る経費 

  政府統計共同利用システム運用管理経費 

 受託製表経費 

 一般管理費 

 人件費 

計 

 

１２，３６７ 

４，６９４ 

３，６８８ 

３，９８５ 

１４ 

１，６８８ 

３７，９８８ 

５２，０５７ 

【人件費の見積り】 
 期間中２８，７９３百万円を支出する。 

 ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者給与

及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用である。 

 

【運営費交付金の算定ルール】 

 運営費交付金 ＝ 

人件費＋業務経費（経常統計調査等に係る経費＋周期統計調査に係る経費）＋一般管理費 

   （注）自己収入については、運営費交付金額から当該収入の見積り額を控除するものとする。 

   人件費 ＝ 前年度予算額×給与改定率＋特殊要因（退職手当等） 

（注１）給与改定率は、運営状況、国家公務員の給与等を勘案し決定する。 

     （注２）当該年度要求額には、常勤職員数の効率化減員分を反映する。 

   業務経費 ＝ 経常統計調査等に係る経費＋周期統計調査に係る経費 

    経常統計調査等に係る経費 ＝ 

前年度予算額×政策係数(α)×効率化係数(β)×消費者物価指数(CPI)(γ) 

    周期統計調査に係る経費については、各年度必要な額を見積り、計上する。 

   一般管理費 ＝ 前年度予算額×効率化係数(β)×消費者物価指数(CPI)(γ) 

予算額計算の前提条件 

１ 期間中の効率化係数(β)を０．９６８と見込む 

２ 期間中の消費者物価指数(γ)を１．００と見込む 

なお、政策係数(α)については、予算編成過程において、各年度における新たな行政ニーズ

等を踏まえて設定する（計画値は１．００） 

注：第２中の「２ 受託製表に関する事項」(1)に掲げる統計調査の製表に係る経費は、運営費交付金で

措置されているため、本表における受託製表収入には含めていない。 

別添１ 
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収支計画 

平成 20 年度～平成 24 年度 

（単位：百万円） 

区  別 金  額 

 

費用の部 

経常費用 

製表業務費 

政府統計共同利用システム運用管理費 

受託製表業務費 

一般管理費 

減価償却費 

財務費用 

 

 

５２，０２６ 

５１，８１８ 

４１，３６０ 

１，９３０ 

１４ 

３，２０５ 

５，３０９ 

２０８ 

 

 

収益の部 

運営費交付金収益 

受託製表収入 

政府統計共同利用システム利用料収入 

資産見返負債戻入 

資産見返運営費交付金戻入 

資産見返物品受贈額戻入 

その他収入 

財務収益 

 

 

５２，０２６ 

４７，６２２ 

１４ 

３，９８５ 

４０５ 

４０４ 

１ 

０ 

０ 

 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

０ 

- 

０ 
注：当法人における退職手当については、役員退職手当支給規程及び国家公務員退職手当法

に基づいて支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源とするものと

している。 
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資金計画 

平成 20 年度～平成 24 年度 

（単位：百万円） 

区  別 金  額 

 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

 

 

５２，０５７ 

４６，７１７ 

４３６ 

４，９０４ 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

政府統計共同利用システム利用料収入 

受託製表収入 

その他収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

 

 

５２，０５７ 

５２，０５７ 

４８，０５８ 

３，９８５ 

１４ 

０ 

０ 

０ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


